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戦 前 に お け る 性 別 労 働 需 耍 の 実 証 分 析

上 芙 廣 子

本稿は，戦前の日本経済における労働力構成の男女比率の変化のメカュズムを，性別労働需要モ 

デルに基づいて.実誕分析した結果の報告である。

1 . r労働需要J の分析的位置づけ

労働の非等質性については，すでに多くの分析において指摘されてきた。労働の異質性に注目し 

て， 資本と熟労働との補完性を示唆した1' G r ilic h e sの実誰分析（1郎9) 以来，労働の input 
を d isa g g r e g a teした生産関数や費用関数を計測して，異質労働間の， およびそれらと資本との 

間の代替の容易度を計測する試みが，70年代前半から後半にかけて相ついであらわれてい11。）いず 

れの研究においても， 生産の in p u tとしての労働が"ム，，とい う a g g r e g a t eされた形で扱われ 

るのは適当でないことが主張されている。すなわち，生産関数は，Q , し, / ( をそれぞれ生産量， 

労働量，資本量として

/ 0
とあらわすのではなく，Lt(： i ニ1 , 2 , ，..，《) を/•番目の種類の労働量として

* 本研究を行なうにあたって，小尾恵一郎教授の丁寧な御指導と助言をいただいた。また，尾崎厳教授，佐野陽子教授，西 

川俊作教授は貴重な助言と励しを与えられた。桜本光助教授，迁村和佑助手は，回帰許算の過程で適切な助言と協力を下さ 

っすこ0 これらの諸先生に心から感謝する。

注（1 ) Berndt and Christensen ( 1 9 7 4 )は，プル一，カラー労働，ホワイト. カラー労働および資本をin p u tとすろ 

tra n slo g生産開数を設定して，これら3 §$素問の代替の弾力性を米国製造業計について推定した。そして，ホ ワ イ ト . 
力ラ一労働と資本とが補完的であるが時系列的には補完性がうすれてきていること，プル一•力ラ一労働は資本との代 

替性よりも'十' ワイト，カラ- '労働との代替性の方が大きいこと，などの結果を得たD. T. Dick and M. H. Medoff
(1976)は，労働を人種，教育年服別にグループ分けし，アメリカの製造業についてやはりtran slogアプローチにより 

代替の弾力性を推定した。彼は，教W水準が同程度でも黒人労働と白人労働との代替力；不完全であるとと，黒人の方が 

與なる教育水準グループ間の代替弾力性が由人の場合よりも大きいことを示した。同様の推計を， M. Anderson
(1977)は，年齢階層別労働および資本について試み, 労働と資本の代替性が年於® 層によってずい分與なること，若年 

層の方が資本とり代替性がより高いこと，年齡の近、グル一プ間の方が離れているもりよりも代替的であることを觅出 

した。また, R. B. Freeman (1979)力;，全座-業について，性，年!的陪層別に推計した紹果は， 中高年船層では女子 

労働と男子労働が補完的である，資本との代替性はダi子よりも女子労働の方が高い，というものである。その他，CES 
生産閲数による分祈も合めて，この種の與質労働間代替性の計量分析はとの10年間に盤中しているこれら多数の研究 

成架を耍約，展望した論文としては，D. S. Hamermesh and J. Gi*ant (1979)'を参照されたい<>
—— m (8 3 1 ) — ~一
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. , L„,  K )( 1 )
とかく。

このような労働需要モデルの計測結果は，しかしながら，つぎのような特定化を含んでいると考 

えられる。すなわち，資本設備/ぐは, 各種の労働ん1 , U ,  ..‘， の投入量とは独立した変数であ 

る。すなわち，異質労働間の代替可能性が/ ( と無関係であることが仮定されている。

一方，異質労働間の代替が資本設備投入の変、化を伴って行なわれる（ぬが " L" ...» U から独立 

ではない) という認識にたつ，労働構成半制限的生産関数を基礎としたモデルは，小 尾 （1970) によ 

って最初に提示された。この型の労働需要モデルにおいてほ，労働の質と生産水準が媒介変数とな 

って労働需要量と資本需要量が決定される。すなわち，労働の質の指標をズ，生産水準をQ , 労働 

投入量を/ ^ , 資本投入量を/ ( とかくと，生産関数のひとつのタイプは，

3L
dX
dl<

> 0

K  ニ g ， Q')f ただし^ ^ < 0 ,  0

によって与えられる。ただし，後述するように，ズは実験計画上資料と斎合するように特定化され 

る指懷である。

生 関 数 （2 ) は, 労働の質):を低下させたときに所与の生ま水準◎を達成するには/(の増加と 

ふの増加が必要である，というケースを示している。労働の質（3：) には，種々の要素が含まれて 

いると考えられ，それらをヴ{O ' ニ1 , 2 , …， ）々で表示するならば，

X ニ ん，02, Ok)
とかける。たとえば，のは年齢，ヴ2 は経験年数，みは性，みは教育水準，タ5は生来の能力， ?̂6は 
# 力又は健康の度合い等々である。

ところで，分析の第1 段階としては，所与のマン又はマン，プワ一で示される労働の質がその労 

働量を構成する巧子労働と女子労働の区別によって規定されるものとし,その他の要素は捨象され 

る。この簡単なケースとして， Z の定義は

(20

ここで，L饥：男子労働， L f  ：女子労働 

で与えられる。このモデルの意味は, ある生産水準◎を達成するためには,男子労働と女子労働の 

組み合わせの変化は資本設備投入量の変化を伴う，ということである。すなわち

( 3 )  f i l m y  Lf ,  / ( )
の形とは異なり，（2 ) と （2/ ) によれぱ

( 4 ) L — f  (ア'ゅ，Q . ‘
1 % {8 3 2 )------
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戦前における性刺み働需要の実証分析

Q )
という2 つの方程式で生産関数が与えられる。

以上， d isa g g r e g a teされた労働の需要モデルについて偷単に述べたが，モデル（2 )の方がモデ 

ル（1 ) .よりも（あるいはモデル（4 ) の方がモデル（3 ) よりも）自律性の高い異質労働間代替性の計測が 

可能であることがわかる。

労働需要分析の，このような.位置づけを念頭におきながら，本稿では，戦前の経済発展期の日本 

経済について，モデル（4 ) を基本とした労働構成半制服型性別労働需要モデルの計測を試みる。労 

働投入量を性別に分割する理由は，おもに次の2 点にある。

①労働供給行動のパターンが男子と女子とで差のあることが，米国および日本における労働供
(2 )

給の諸研究により示されており，したがって需要理論の側でも商者を区別しておく とが適切 

である。

②米国および日本における近年の労働需要の各種実証研究によ 3̂,)労働投入量は性別に分ける 

必要のあることが明らかにされている。

労働構成半制限型性別労働需要モデルにおいては，前述のように，男子と女子の#働の組み合わ 

せが資本設備に影響を及ぽすというメカニズムが導入される。これは，男子と女子の労働の代替が

財やサ一 ビスの生産工程のま動化や機械化を伴ってきたという可能性を，別の実地調査資料が明ら 
, 、 (4)
かにしていることに基づいている。この性別労働需要モデルは，戦後の時系列資料については計測

(5)
され，その適用妥当性が検証されているが，なおこのモデルの普遍性を確IEするためには,戦前期 

資料についても，さらに実証を試みる必要がある。

2 . 性別労働需要モデル

〔タイプエ〕

生産関数（4 )は，労働投入関数および資本投入関数についてそれぞ;ft以下のように特定化する0
( 5 )  Q ただし, «m> 0 , び/ > 0 ,  b >  0

注（2 )  . J. Mincer： "Labor Force Participation of Married Women,"in Aspects of Labor Economics (NB 
ER and Princeton University Press, 1962), G. G. Cain: Married Women in the Labor Force： An 
Economic Analysis (University of Chicago Press, 1966),西川俊作編 r労働市場j ( 日本経済新間社，1970), 
佐野腸子編著r女子労働の経済学J .(日本労働1̂5会，1972)を参照。

( 3 ) 小尾•平旧（1970)および（1971),R. B. Freeman (1979)を参照。

( 4 ) 照用促進ホ:業630人雇用調査室r女子労働力の動向と女子に新しく開けた職僮一昭和38〜43年J (婦人®用調查資料 

N o .1 8 ,1969)を参照。 、

0 ) 戦後の日本経濟について榮別にこのをデルの推計を行なった研究には，小尾• ザ)11(1971),経済企画庁(1972),桜 

本(1978)がある。



( 6 )

ダニら一ド

( 6 )  ただし，ね  0
jSiは生産工程の特性に応じて一般的には正負どちらの値もとりうるものとする。

資本投入関数は，

( 9 )
のように特定化することもできる。（5 )式と（9 )式の組み合わせをタイプI 一 1 , ( 5 ) 式と（6 ) ,  
式の組み合わせをタイプ1 - 2 とする。

性別労働需要は，所与の生産水準◎のもとで費用を最小にするように決定されるものとする。費 

用（C)の定義式は，

( 7 )  C =  W m L n + W f L f + r K

ここで， 男子貧金， 女子賞金，グ：資本価格 

で与えられる。いま，タイプエー2 についてみると，（6 ) 式を（7 ) 式に代入し，でニゐム 

の制約のもとに費用（0 を最小にする条件として，均衡方程式（8 ) が導かれる。

( 8 )  き . 1 / ^ ' + (さ + 1 ) は セ

方程式（5 ) ,  ( 6 ) および（8 )が性別労働需要モデルを構成することになる。

〔タイプm  -
総労働投入量は労働の質（X ) によって影響を受けないという特殊な場合, 次のような第2 のタイ

( 7)  .
プがある。

(10)

学会雑誌j 73卷 5 号 （m o 年10月）

ただしk > 0
ただし 1 | > 0

ムニ/ ( Q)
K  =  g义 X，Q'')

労働投入関数は，（11)式のように特定化される0
(11) L  =«o +  «iO . 
資本投入関数は, （6 )式，（9 )式に加えて

(12) K  ニ
注（6 ) 小尾输文(1970, 1971),桜本論文(1978)では, 肩用促進事業団調査の情報をふまえで，ル と い

う仮説を設定している。し力、し，生産する財およぴサービスによってはルく 0 もありうるし，生摩部門の集！!‘の程度に

も依存するであろう。そこで本稿では，資本投入関数における-さ厂/ ^ ) - < 0 という制約条件はつけない。また,.労

働役入関数においても， ■を̂ ) 一< 0 という仮定はアプリオリに前提する必然性はないので，とこでは®力、ないこ

とにする。したがって，巧子労働対女子労働比率(-4 — ) は，一般]IM としての労働の質を!??わすものではなく，総労

働役入a  (ふ）及び資本設備投入la ( / Q に影響を及は‘すと考えられる労働構成のひとつの指標と矩義される。

( 7 ) 小尾，乎HK1970)を參jほ。戦後時系列デ一タによる檢証では，タイプIIは不合格という結果が山ている◊
—>r—• 180 ごぶ*5"̂、一-.—0■一
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という特定化も考えられる。. （11)式と（9 )式，（11)式と（12)式，（11)式と（6 )式の3 通りの組み合

「三m 学会雑誌j 73卷 5 号 （198啤 10月）

わせを，それぞれタイプ] ! 一  1 , タイプH — 2 , タイプH — 3 で表示する。

とれら2 盤類のタイプについて，合計5 つのタイプに特定化された生;^関数形および均衡方程式 

は，表 1 に示すとおりである。本稿においても，検証はこれらすベてのタイプについてなされたが, 
タイプエー2 が最もよく観察データにフィットするという結果が得られた。

3 * 戦前期資料による性別労働需要モデルの計測

3 . 1 資 料

計測に用いられた主な時系列資料は，「長湖経済統i十整備改善に関する研究- -昭和 43 年度報告

書J (経済企画庁経済研究所)に所揭の有業者数, 貧金指数（いずれも座-業 . 性別)，実質総所得額，実質 

粗資本ストック（いずれも産業別）の推計値である。産業分類は，鉱工業，運輸，通信♦公益事業， 

およびサービスの3 つであり,建設樂は，コンシステントな女子賞金データが得られず分析対象か 

ら除外された。ここでサービスとは，商室および公務，自由業をいう。分析対象の産業分類がこの 

ように大分類となるのは，実質総所得額と実質粗資本ストックのデータが，これより細かい産業分 

類について得られないためである。各変数の推計データは，以下の方法で加工を行なった。

3 A . 1 有業者数a m ,
上記資料に所揭の性別および産業別有業者数（梅村推計）は， 1920年国勢調査ペースによるもの 

で，産業21分類である。そこで，つぎのような3 部門に集計した。

鉱工業有業者数= 鉱工業計有業者数一土木建築業有業者数

運輸，通信 • 公益ま業有業者数ニ運輸’ 通信有業者数+  ( その他の工業有業者数:Kガス，電気有 

業者比率） ’
サービス有業者教= 商業有業者数+ 公務‘自由業有業者数 

3 .1 .2  賀金 O ja, w /y
賞金データは，1934年〜1936年 - 100とした産業. 性別賞金指数（佐野推評）を用いた。 このデ一 

タは遼業9 分類なので，鉱工業は，鉱業賣金指数と製造業賃金指数の平均値とし，サービスは卸小 

売業貧金指数と公務員給与指数の平均値として，それぞれ有業者で加重して求めた。運輪 • 通信，

公益事業も同様に，運輪業賞金指数，通信業賞金指数，および電気. ガス•'水道業貧金指数の加重
(8)

平均値として举めた0 さらに，このように求められた3 産業の性別貧金デ^タは指数表示であるた

注（8 ) ただし, 通信菜と惯気. ガス• 水道業については男女計の招数しか得られない。1920年国勢調査によると，電気.ガ 

スは道衆労働者の9 5 %以上は巧子であり，通信業に'0 いても8 0%がジ3子であるから，とれら2業種の男女許貧金指数 

はポ1次近似として势子貧金指数とみなすととにした。女子の運輪. 通信 . 公益ぎf業貧金は，迎橫衆女子資金指数で代 
裂させるととにした。 .

182(836)
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め， — となる場合もあり，計測上不都合が生じるので，男子賞金指数は，基傘年の男女

貧金比率を乗じることによっで，基準年女子貨金指数（ニ100)を基準とした指数におきかえられた。

3 * 1 . 3 実質総所得額（0 ) , 実質粗資本ストック0 0
実質総所得額および実質粗資本ストックの推計デ一 タ （いずれも1934年〜I936年価格）は，加工す

ることなく用いられた0
3 . 1 . 4 資本価格 ( i r ョiP/c)

資本の価格（0 は，資本財価格C POに利子率（りを乗じた値で近似されるとする。実際に用い

られたデ一タは， i が貸付金の全市場金禾(y9,) は投資財物価指数（住宅を除く* I 934年〜I936年=
(10)100)である。

，- ■ ■ ■ \
分析対象期間は，1906年〜1936年 （明治39年〜昭和11年）である6 資料の数値グラフは附図に掲載

されている。

3 . 2 計測結果

タイプI の労働投入関数のバラメタ一は，均衡方程式のパラメタ一推定値から，間接的に推定さ 

れる0 この方法をとる理由は，直接推計では， L饥とL j の相関によるマルチィコリユアリチィカ、 

らパラメタ一び饥とび,の推定値が負になるなど，信頼性が低いためである。 タイプE の労働投入 

関数は独立変数が1 個だけである力、ら，問題なく直接推計法をとる。資本投入関数は，均衡方程式 

から求められたバラメタ一を使って間接推定される。

第一次検定は，推計された均衡方程式の妥当性と，タイプIIについては労働投入関数の直接推計 

結果の妥当性について, 行なわれる。各種タイプ，モデルの^ れらの計測結果は，表エー1ー 1 か 

らま！[ 一3 — 3 までに掲げたとおりである。生産関数に課せられたバラメタ一の符号条件と相関係 

数（i? )とを基準に第一次検定すると, 鉱工業についてはタイプI 一  2 と！ - 1 , 運輸♦通信，公益 

事業はタイフI — 1 と工— 2 ，サ一 ビスは.タイフI 2 のみが合格する' - とかわかる©
つぎに，均衡方程式パラメタ一から生産関数バラメタ一を間接推定し，その結果によってさらに

戦前における性別労働需要の卖証分析

注（9 ) 1906〜1911年については，東洋経济r経済嫌 j (大正7年）P. 63に所揭のr全国市場金利まJ を用いた。1912年〜 

1936年のデータは，大蔵おr金融事項参考(昭和 6年調）p. 32および同（昭和1畔調）P- 24にそれぞれ/す[揭のI"全 

金利まJ による。これらの資料は,，時系列的に何ら問題なく接続する。
( 1 0 )大川，他編 [長期経済統計8 ,物価 J (東洋経済）P . 1さ8 第 7まによる。 

m ) タイプI一2 の均衡方程式は，

びW I / Cim I < \ />— シみ+ リル-
という形にもまわされ* この式についても計測が就みられた。しかしながら，鉱工業およびサービスについて決定係数 

が低く，本稿では採用されない。ただし生産関数パラメタ~ の間接# 定値は, どちらの式に依つても，はとんど差與 

がなかったd

~ 183f55J^) 一— •

h
h
n
H
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適用可能なタイプを判別する。第一*次検定で全産業についてすでに不合格となったタイプ1[ 一 2 と

IT 一  3 を除いて，各タイプの生産関数の間接插定を行なった結果および検定結果は，表 2 〜表6 に

示されている。表 7 は，これらの検定結果を各タイプごとにまとめたものである。ただし，表 3 お

よびま6 のパラメタ 一£0, £1め制約条件の検定は，資本投入関数における制約条件のそれ

を示すものである0 第二次検定も， 回债式のフィット（相関係数）と生産関数パラメタ一の制約条

件を基準になされる。そうすると, 鉱工業については，タイプH — 1 は資本投入関数の相関係数が

低 く （/? ニー0.274) 支 持 し 難 い が ， タ イ プ I 一  2 は ， 相 関 係 数 ， パ ラ メ タ 一 の 符 号 条 件 と も 合 格 す

る。運輸，通信，公益ぎ養は， タイプ1 — 1 の資本投入関数のあてはまりが悪くび= 0 ‘132),タ
イプ1 ー 2 の方が合格する。サービスは，第一次検定を通過したタイプはエー2 のみであったが，

このタイプが第二次検定にも合格する。すなわち，労働投入関数および資本投入関数ともに相関係

数は0*94と高く，パラメタぃの^ •v a lu eおよび符号条件も満足する。このようにどの産業につい
' ( 12)

ても, タイプI 一 2 のモデルが最もよくあてはまることがわかった。

表 1-1-1 Q — b ( I - l - l )

log b ttja (正） «f (正） adji? S d 《検定

« /
1.鉱 エ 業 -8.50112 2.52638 -6.57040 0.966 0.141 0.567 o A(1.09222) (0.5369の (0.47028)
2.運鞭，通信，公益#業 -2.49556 0.89079 0.80277 0.985 0.110 1.606 o O(1.53896) (0.29820) (0.12969)
3.サ 一 ビ ス 1.84085 -0.69049 1.66984 0.976 0.081 1.382 o O(0.83924) (0.30842) (0.24486)

t ^2.04(-^,.oOの場合はO印 
t さ1.17(=#。, „ )の場合はA印 
( ) 内の数字は標準誤差。（以下同様）

表 I -1-2 LmlLf=eo+e,(iKIQ) (1-1-2)

«6 1̂ adj R S d t 梭定

1.鉱 エ 業 1.85803 0.17812 0.209 0.129 0.791 A(0.13454) (0.11569)
2.運輸，通信，公益事業 25.60997 -0.82536 一 0.000 5*622 0,149 X

(11.54925) (1.14629) ，

3.サ * - ビ ス 1.09740 1.29359 0*680 0.162 0.768 0(0.28324) (0.24980)
t ^l.l7(=^o.«)の場合はX印

注( !2) タイプ1 - 2 のパラメタ一推定値は, 撒 n最小のための第二階の条件をも，全Jま業について，満足するという結来が 

得られた》

— 1 8 4 (5 5 5 )  •—



戦前における性別労働需要の実証分析

表 1 - 1 -S  L f l L n = { a f l a m )  {tVmliOf) +  C(«m +  « / ) / ( e i a m ) X  ^ Q ) / ( « / / L / )  
ョル (lOmM/) +  ん （が ）/ («>/!*/)

(レ 1-3)

Ao (正 ） ん R S d t 検 定

■Ao
ん

1.鉱  エ 業 0.173818
(0.023672)

0.004931
(0.003441)

0.210 0.0763 0*362 0 A
2,運 輪 ，通 信 ，公 益 事 業 0.040609

(0.003388)
-0 .000163

(0.000033)
0.698 0.0149 0.147 0 0

3.サ 一 ピ ス 0.111631
(0.017239)

0.006208
(0.001243)

0.010 0.0558 0.523 0 0

表 I -2-2 K  = ̂ o + |8i iLflLra) +  $2Q (1-2-2)

表  I - 2- 3 Ljn— (.^ml* f̂')WfLflWfn-h 1 ^ (1—2-3)

B, 仏 adj  R S d t 検 定

Bo
仏

1.鉱 エ 業 5.198909 -1 43 .6076 0.853 498.07 0.377 o o(0.264672) (68.3413)
2-運 輪 • 通 信 • 公 益 ぎ 業 18.817390 1286.8340 0.916 105.95 1.257 o o(1.541555) (114.5408)
3.サ ^ ピ ス 5.378542 -174 .0113 0.700 684.04 0.317 o X

(0.460429) (151.1978)

表 ] ! - 1-1 L = « o + « i^  ( I I - l - l )

«0 び1 (正 ） adj R S . d t 檢 定

1.鉱 エ 業 2591.2967 0.92228 0.915 540.437 0.280 0(202,0220) (0.07382)
2.運 輸 * 通 信 * 公 益 事 業 577.4683 0.38979 0.959 66.182 0.568 0(25.1897) (0.02099)
3.サ ^ ビ ス 1113.8316 0.91652 0.941 420.771 0.195 0(237.7587) (0.05949)

185 (5 5 P )

M 正 ） adj/? S d 厂 換 定

わ

1，鉱 エ 業 一 758.30280 3502.8450 0.66349 0.943 330.168 0.249 A 0(955.69116) (2054.0909) (0.05014)
2.連 輸 ，通 信 • 公 益 ぎ 業 -2537.1852 85160.700 7.31651 0.985 995.877 0.712 0 0(895.9797) (28374.945) (0.99648)
3.サ ピ ， ス ’ 4462.7534 -12766 .090 1.25693 0.959 376.908 0.900 0 0(1172.9952) (3687.299) (0.09526)
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1 表！!-1-3 r -(-1/eO (QJLf) (L̂/L/+ 1 ) (II-1-3)
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國II

一 1 
«1 R S d

t検定 

1

1.鉱 エ 業 0.03067 0.828 0.044 0.161 0
(0.00179)

2.運輸•通信，公益事業 0.00034 一 0.697 0.070 0.141 0
(0.00004)

3.サ 一 ビ ス 0.01029 -0.178 0.054 0.074 0
(0.00096)

表 n-2-2 LraiLf=8,{KlQ)h (11-2-2)

log do 5. adj R S d t检定 

も

1.鉱 エ 業 0.71000 0.09764 0.213 0.063 0.779 A
(0.01370) (0.06255) •

2.運輪，通信，公益事業 4.03124 -0.53408 —Oi 000 0.326 0.139 X
(1.56116) (0.67755)

3,サ 一 ビ ス 0.87159 0.55258 0.683 0.062 0.791 o
(0.01653) (0.10571) <'r.

表 jj_2_3 …(びm ク 1 一 = 一 か。も: ^ ( 4 ^ ^ ’-そ'ぶ か ( n - 2 - 3 ) ,  C o = l o g ( - ^ ) - ^ I o g 5 o

Cv

Co C, adj R S d f 检 定 ：

c：
1.鉱 エ 業

2.運輸♦通信♦公益事業

3.サ 一 ビ ス

-0 .4 4 91 5
(0.43521)

-3 .2 1 18 9
(0.40547)

-2 .0 5 57 9
(0.83196)

-3 .3 9 7 7 7  
(0.60068) 

-0 .6 6 3 1 3  
(0.14380) 
一1.79148 

- (0 .8 8 6 2 0 )

一0.712  

- 0 .6 3 4  

-0*305

0.215

0.4Q3

0.416

0.817

0.256

0.188

o

o

A

0 0 一 w / . A f  Lf + L
う (I1-3-3)

衣 つ r 一'，1、 Lnt2

d t 検定
/も R S /3i

L鉱 エ m

2.運輸，通信‘公益事業

3.サ ビ ス

211.5706 
(34.4456) 
.86.3593  

(9.7281) 
201.6143 
(28.7424)

-0 .7 6 9

-0 .5 7 5

-0 .8 9 2

0.099

0.067

0.074

0.031

0.052

0.051

o

o

o



戦前における性別労働需要の実証分析 

表 2 タイプI -1 のパラメタ一ろ， a s の間接推計：0  ニみi L m L f  esいみ
est*—

産 業 log b adj R d
t 検定

am « /
1,鉱 ェ ■ 業 -7.00736

(0.73257)
1.57258

(0.07861)
0.964 0.522 o 0.27334

2.運輸 通信，公益事業 一10.30552 
(0.76347)

2.45203
(0.10948)

0,971 0.681 o 0.09957
3'サ ビ ス -2.59704

(0.68645)
1.21610

(0.07744)
0.943 0.202 o 0.13575

表 3 タイプレ1のパラメタ一 e oの問接推計と検定

産 業 り 0̂ t
で

average maximum
1.鉱 エ 業 ‘ 238.048 -270.598 0.274 2.062 2.318
2.運輸 . 通信.公益事業 -6384.104 64092*790 0.132 17.325 27.655
3.サ 一 ビ ス 179.064 -199.395 0.693 2.556 2.965

産 業 /3o タ2 adj R S d est. /3i
1.鉱 エ  業

2.運輸• 通信*公益車業

3.サ 一 ビ ス

868.4796
(127.4969)

-102 .4600
(428.1090)
477,6608

(249.9278)

0.701105
(0.046591)
10.15074
(0.35686)
0.98413

(0.06253)

0.939

0.981

0.944

341,0

1124.7

442.3

0.182

0.647

0.222

一 23.16659 

64.93458 

- ね ‘28073

1S7C841)

est. gi= オボt.广 ' ん，ん は I -1-3式のパラメタ一

J'J—'一（est，む）な=e。—> L. S .により est. c<> を得る<>

表 4 タイプ1-2のバラメクーろ，ccm, « / の間接推計 : Q ニ K L m ⑩ 1</0«ダ
産 業 log b « / adj R S d a m

1，鉱 エ 業  

2.運輸，通信*公益事業 

3• サ 一 ビ ス

-6.959005
(0.732917)

-10.01982
(0.73521)

-2.415575
(0.654278)

0.297157
(0.014912)
0.127212

(0.005562)
0.209757

(0.012950)

0.964
0.972
0.947

0.147
*0,151
0.120

0.522
0.702
0.215

1.544893
2.393810
1.128188

表 5 タイプレ2のバラメタ 一 /3。，わの間接推計：( / (  — est. | 8 r ^ )  = i9o+i920



0.210

0.698
0.010

1.鉱 X 業

2.運輸，通信，公益

3.サ 一 ビ ス

0.964
0.971
0.943

0,274
0.132
0.693

表 6 タイプII-1のパラメター eo, の間接推計と檢定

r三田学会雑誌j 73巻 5 号 （1980年10月）

産 業 Cl を0 R
Ljji

'L T
average maximum

1，鉱 エ  業

2.蓮 輪 ，通 信 ‘公益事業

3,サ 一 ビ ス

-32.6051
-2873.5632

-97.1250

39.4079
28858.4752

113.2237

一0.274 
一0.132 
-0 ,6 9 3

2.062
17.325
2.556

2.318
27.655
2.965

est. «1 = —̂ ,じ,は 11-1-3式のパラ 

Lm / . 、1(
メタ’ • {O i=一‘— '" V ノ

2 ^ —(est. ニeo -♦ L. S .によりest £o を得る。

表 7 間接推定パラメ夕一の検定結果絡括表

産 業
均 衡 方 程 式

レ value
R

Lfn f:$0
£i > 0  な ら ぱ 《o く ' R

0  ニろ〔ムj； j«/

びwi> 0
/-value R

産 業

1 - 2

均衡方程式 K - H r r t } - = j 8 o + り

<xm
Q ニ b Lf'}«f

^ > 0
び/
レ value R /3a> 0 

ト value R
a />  0 
f-valu9 R

1.鉱 エ 業 0 0.853 . o 0.939 o 0.964
2.連輪，通信，公益 0 0.916 o 0.981 o 0.972
3.サ 一 ビ ス 0 0.700 o 0.944 o 0.947 .

産 業

n - 1
労 働 投 入 関 数 均街方程式 [ i 7 - ( f )：

= «0.

«0> 0 
レ value «1> 0 

ト value R R り >  0 ならば

C l< 0 ならぱな> 了巡

R

1.歉 エ 業 0 0 0.915 0.828 0 -0 .2 7 4
2.運輸，通信‘公益 0 0 0.959 -0 .6 9 7 0 -0 ,1 3 2
3*サ 一 ピ ス 0 0 0.941 -0 .1 7 8 0 -0 .6 9 3

m {8 4 2 )

1'I.」 I

I
ft

i

■

ま

■：iI

I

i
I

I

o
o
o

o
o
o

o 

o 

o



戦前における性別労働需要の実証分析 

表8 夕イプ1-2モ デ ル ，パラメタ一 表

ま 業
log b « / iS. タ2

1 .鉱 エ 業 

2• 運輸，通信，公益事業 

3 . サ 一 ビ ス

. - 6 ,9 5 9  
-1 0 .0 1 9  

-2 .4 1 5

1.544
2.393
1.128

0.297
0.127
0.209

868.479
-1 0 2 .46 0

477.660

-2 3 /1 6 6
64.934

-2 7 .2 8 0

0 .7 0 1 •  
10.150 
0.984

このタイプ1 -2は，戦後時系列データについても，はとんどの産業部門について合格した唯一の 

タイプである。すなわち，戦前戦後を通じてこのタイプ. モデルの適用妥当性が，一応確かめられ 

たとい免る。そこで，以下ではタイプ1 -2の計測結果についてのみ述べることにする。

表 8 は，タイプレ2 の生産関数パラメタ一推定値をまとめて间げたものである。はじめに，労働

投入関数における
dQ

の正負をみると， > Lr
，ならぱ正，

L,
ならぱとな ̂み.-̂c_’ a: / Lf 'み--*’*̂ び,.\ Lf

るが，鉱工業およびサービスは全観察期間にわたって正，運輸 • 通信 • 公益事:業については1906〜‘
dK

5(Lm /L /) -の正負は，1919年が資，1920〜1936年が正という結果を得た。資本投入関数における 

パラメタ一内(ニ  厂）-の符号をみればよい。热は，戦後期資料からは全産業について正の

推定値が得られているが, 表 8 にみるように戦前については倉の推定値も計測された。このように, 
* 4 ^ の上昇は，生産水準を一定とすれぱ，総労働投入量を減少させるケースもありf # るし，資本投 

入量を減少させるケースもあり得ることが示された。

つぎに，タイプエー2 の計測結果の要点を挙げる。

①資本投入関数のバラメネ一お定値h の符号は， 運輸 • 通信 . 公益ぎ業については正である. 
力、 鉱工業とサービスは負となっている。

②どの産業についても，労働投入関数のパラメタ一びm は，《/ よりも大きく推定されているQ 
そ し て の に 対 す る 比 は ，鉱工業とサ ー ビ ス で は ともに約5 倍であるのに対し運輸， 

通信，公益享業では倍と相当に高い比率を示している。

ところで，前述のように，これらの産業について，凡<  0 とび„1>び/が同時に推計されたが，こ. 
れらは相矛盾するものではない。パラメタ一びWおよびび/ は，生産の等量曲線の形状を決めるも 

ので， A が正の値であるか倉の値であるかには関係ない。男子労働に対する女子労働の比率の上 

昇が各変数に与える効果を,理論図式に基づいてフォローしながら観察ぎ実との対応づけをするな 

らぱ，つぎのようになる。ただし，推計されたp i < 0 の解釈は, 次節で述べるように複数通りに. 
考えられるが，いま仮に，理論仮説の意味する通り技‘術特性をまわすものとしよう。

初期時点（IQO6年）および観察末期（I936年）における男女労働i t 率をそれぞれX i ,；t2 (ズ1>ズ2)で 

表わすならぱ，因 1 に示されるように，初期の生産等量曲線上の位置はA 点である。 LパLrrvのと 

昇すなわち;a から ;1：2 への務動は，資本設備/ ( の変化を伴うが，仮に総労働量L ( - L ^ + L / ) が. 
不变であれば，A 点からA /点に移り生産量は減少する。 を維持するに必要なだけが増加:

' -II '1

ミ; 字; ね:ごおに:^マ.か;が.，力 な;̂ -̂ぬ ぬ れ せ
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ffi学会雑誌j 73巻5号 （1980年10月：) 
図1 L f iL mの変イヒの効染 

U

図1 ー 1 鉱工業，サービスのケース 

した場合は，A 点からB 点へ移る。こめとき,
図1 一2 運輸.通信.公猛事業のケース 

A - ^ B の背後には，鉱工業およびサ ー ビ ス において 

は/ ( の 減 少 く Q ) カン運輸，通信 • 公益，業 に お い て は / (の 増 加 が 起 き て い る と 考  

えられる。観察期間中，生産は拡大しているから，等 量 曲 線 は 仏 m へと上方シフトして，新 

しい男女労働比率X2のもとでC 点へと移る。B - > C の動きには， どの産業においても，/ぐの増加 

が 必 要 で あ る す な わ ち A j > 0 )。. ところで，実際に我々が観察する点はA とC である。 

A^~>Cの観察点のシフトに伴う観察期間中の資本の増加は，したがって，女子対男子労働比率の上 

昇が与える正又は負の効果と，生産量の増加が与える正の効果とが，ミックスされて現われたもの 

.といえる。 .
なお，観察期間中のLflLr^^の上昇は，附図5 に明らかなように，運輸，通信，公益ぎ業におい 

て著しく, 鉱工業およびサービスにおいてははんのわずかである。生産関数バラメターび« /の 

比の推定値（《rn/び/ ) を用いて，女子労働の男子労働に対する限界代替率を, 1906年，1916年，19
(13)26年，1936年について求めると，表 9 のようになる。これをみると，どの産業についても，観察期

，間中，限界代替率は上昇している。このことは，女子労働の限界費用が相対的に低下してきたこと 
(14)

を意味する。運輸 • 通信，公益事業の限界代替率は，他の 2産業に比べて相対的に小さいが，期間

注( 1 3 ) ふ/ のム《に対する服界代替傘は，クイプI の生ま関数の場合，つぎの式で求められる。 

dLf  一 , Lf  dJLtn <xf Lm
( 1 4 )所与の生産f i◎のもとに費用(ご)を最小にする第一階の均衡条件は，

Oc / d c  df / d f  ditm' dL/ dLtn̂  dLf •
で与えられる。ところで，

{dL^)<iQ.r
—— i m 8 4 4 ) .—

ま̂^ 海>甘!絶ホ; な'も ゼクシ ■[ぽぬ!ばよ: ' ま̂^



敝前における性別労働需要の宾tiE分析 

表》 限界代替率* : 0 ^

1906 1916 1926 1936
鉱 工 業 2.497 2.395 2.604 2.662
運輸•通信•公益事業 0.769 0.981 1.339 1.875
サ 一 ビ ス 1.985 2.056 2.387 2.270

* め̂ の値は，クイプI 一2の推定f iを用いた◊

中の伸び率は大きい。この様子は，図 1 によっても，A 点とC点におけるそれぞれの接線の勾配 

(A点とC点におけるそれぞれの限界代替率）を比べることによって示される（因に描かれてはいない）o 
このモデルでは， 労働投入の限界費用には，限界労働費（ニ賞金）だけでなく限界資本費も含まれ 

るので，男女賞金比率が期間中ほぽ一*定であっても，女子労働の限界費用が男子労働のそれに対し 

て相対的に低下することがある。運輸，通信 . 公益ぎ業がこの例である。また，鉱工業およびサー 

ビスでは，観察期間中，男女賞金比率O m /w v )が顕著な上昇傾向を示している（附因4 参照）にも 

かかわらず，男子労働の女子労働に対する限界費用比率は，はんのわずかしか上昇していない5。）逆 

にいえぱ，女子労働の限界費用の男子労働のそれに対する相対的な低下は，小さくおさえられてい 

る6

3 . 3 若千の検討

今回の計測は， 3 部門というかな1 )ァグリゲートされた産業分類で行なわれた。このため，パラ 

メタ一推定値に関して最終的かづ詳細な解釈を与えることは難しい。けれども，つぎに，推定され 

た A の符号のインプリケーシ3 ンについて，若干の検討を試みよう。

また，タイプ'I 一 2 について 

dc . dd
QJUm OJutn
あ = M；/ + 德

ただし，K -  g (Ja, Lf, Q)

したがって，タイプI 一 2 の限界代替率は，つぎのような男女限界費用比率によって亥わされる,

dJ'm
注( 1 5 ) たとえぱ，紘工業の男女賃金比ホと另女限界費用比傘を1906年と1936年について算出してみると，つぎのようにな 

る。

1906 1936
Wm/tV/ 
dc ydcd r y  UTf

2.11

2.89

2.80

2*92

1 9 1 (5 4 5 )
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A の正員は，理論上は, 生産技術の特性を示すものである。すなわち， /? 1 > 0 は， 男子労働に 

対する女子労働の比率の上昇カン生産水，を不変とすれば，資本を増大させるということを意味す 

る。A < o の場合tム反対に，資本を減少させる効果をもつ。

しかしながら，計測されたi^ i< 0 の意味としては，つぎのような3 通りの解釈が可能である。

( 1 ) 個別部門にお、、て，理論仮説のとおりに生産技術の特性としてPi < 0 であるという場合。 

一方,個別部門ではもともとA > 0 め部門もあるが，つぎのような理由でん< 0 と計測されてし

まう場合ニすなわち,
( 2 ) 個別部門においては，A > 0 の部門とA < 0 の部門とがあり，観察期間中，後者のウょイト 

が高まった結果，その産業全体では)§1< 0 と計測される。

( 3 ) 観察事実として，生産規模の拡大が資本の増加を招き，同時に女子対男子労働比率の低下を 

もたらしたという場合には, その観察の結果として，iv /L m と/(との間に逆相関があると計測され 

てしまう。

これらの可能な個々のケースについて，以下に簡単な補足的説明を加える。

ケース（1 )
'紘工業とサービスにおいては，どの個別部門についても生ま技術の特性として/8 i < 0 である，と 

いう場合である。たとえば，繊維工業は，一般的に手先の細がい作業を得意とする女子労働を必要 

とする部門で，これを男子労働に代替するには作業の機械化を耍する，ということを意味する。

ケース（2 )
産業の集計度が高いために，産業内部門構造の変化による影響が，推定パラメタ一に含まれてし 

まう，という場合である。

とくに鉱工業は，多種多様な部門の集合である。たとえぱ，もし繊i後工業のA がもともと負であ 

ると仮定するならば，他の部門についてはA > o であっても，観察期間中における，有業者数，生 

産額ともに第-^位の比重を占めるこの繊維部門の成長が，鉱工業計についてさ1 < 0 という計測結果 

を与えた，という可能性も考えられる。

サービスは，ここでは商業と公称• 自由業から成っており，鉱工業についてと同様の譲論ができ 

るであろう。 ’

ケー •ス（3 )

> ± (1 6 )教次大戦以降は，とくに綿秘績業，綿織物業, それに人綿:！:業 （化学繊維工業）ヵ德激に発展した時期である◊谊 

上條楚ー( 1955) , 進藤竹次郎( i w s ) ,柴村羊五( 191̂3)を参照。 •
—— 192(846 ) ——
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戦前における性別労働需要の実証分析 

. 鉱工業およびサービスにおいては，観 察 期 間 中 の の 推 移 は ，前述のようにわずかな上昇 

を示してはいるものの，ほとんど横ぱいといってもよい（図5 参照)。また，鉱工業のなかの個別部 

門について性別有業者数をみると，鉱藥，紙 ，皮革，ゴム製造業，木竹製造業などの部門では， 

ふ/ 仏は低下傾向にあり，機械器具製造業，金属製造業'においても横ぱいとなっている。とすれ

ぱ，これらの産業においては, ，各個別部門でi3 i> 0かもしれないのに，観察期間中の生産規摸の掀 

大に伴う/ ( の増大と，

能性も否定できない。

大に伴う/ ( の増大と，Zv/んnの低下が，観察の結果として， に計測されてしまう，という可

iSi< 0 という計測結果は，以上のような3 通りのケースが，インプリケーシa ンとして可能であ 

る。どのケースにあてはまるかは，本稿の実証分析からは判別できない。むしろ，技術特性として 

のパ1の正負を知るためには，少なくとも産業部門をd isa g g reg a teして計測する必要のあること力;， 

示唆される。

4 . む す び ’

以上が戦前期時系列資料による性別労働需要分析である。おわりに，分析結果のまとめと，今後 

に残された課題を挙げる。，

( 1 ) 全業について，クイプ；!;一 2 のモデルが最も適用可能である，という結果を得た。タイ 

プ I 一  2 は, 戦後の資料についても合格したタイプであり，このタイプ，モデルのコンシスチンシ 

一が確かめられた，といえ，よう。

( 2 ) さ本投入関数における女子对男子労働比率のバラメタ^ , ル，について，戦後資料によろ 

計測ではタ1> 0 の仮定が1^定されたが，本稿の戦前期資料による計測の結果，iSi< 0 という場合も 

ありうることが明らかにされた。

( 3 ) 運輸♦通信，公益ぎ養においては> > 0 , すなわち女子労働の男子労働に对する相対的な 

増加は資本設傭を増加させる効果をもつであろう，という結果が得られた。鉱工業およびサービス 

においては， が食に計測された。

( 4 )  /§ 1 < 0という計測結果については，これらの産業の部門の集計度が高いだめ，必ずしも， 

それが真にその産業の生産の技術特性を示すものと断定することはできない。この問題を解決する 

には，より細分類化された個々の部門について推許することが要請される0

注( 1 7 )たとえぱ，戦前のffi化学工業の規模拡大は，資本の増大を伴ったが， 方では大現摸工場の男子職工比率の上界をも 
たらした，という観察実がある。大内力(I960を参照。

— - 1 9 3 ( 5 4 7 ) — -
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戦前における性別労働需要の実EE分析
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戦前における性別労働需要の実証分析
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戦前における性別労働需要の実証分析
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戦前における性別労働雷耍の奏評.分析
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